















OECD諸 国30ヵ 国 の中 で ア メ リカは 日本 や フ
ラ ンス と共 に世 代 間 資 産移 転 税 の対GDP比 の 高
い 国で あ る.,。そ の ア メ リ カに お い て近 年 連 邦 遺
産 税 ・贈 与税 改 革が 進 め られて い る。 第105回連
邦 議 会 は1997年 納 税 者 減 税 法(theTaxpayer
ReliefActof1997)を制定 し,2006年まで に統 合
税 額控 除(theunitedcredit)を漸 次増 額 し,遺 産
税 の課税 最低 限 を100万 ドルに引 き上 げ る と共 に
イ ンフ レ調 整 を行 うこ と と し,生 涯世代 飛 び越 し
移転 税 を免 税 と した。 ま た2001年経 済 成 長 お よ
び 減 税 調 整 法(theEconomicGrowthandTax
ReliefReconciliationActof2001)では さ らに統 合
控 除 を拡 大 し課税 最 低 限 を2009年まで に350万
ドル に引 き上 げ,2010年1月1日 以 降 は遺 産 に
対 して課税 しない とす る こ とに加 えて,生 涯 贈 与
税 を免税 とした。
そ こで本 稿 で は2001年経 済 成 長 お よび減 税 調
整 法 に結実 した遺 産税 廃 止論 を取 り上 げ,遺 産 税
廃 止論 とは一 体 どの よ うな 政治 的圧 力 を表 出 した
もの であ っ たの か を明 らか にす る と共 に,遺 産 税
廃止の根拠の妥当性 を連邦遺産税の特徴,制 度的
背景,遺 産税負担の実態 を踏 まえて考察 し,租税
体系 との関係 について検討す る中で遺産税廃止の
意味を分析する。
第1節 では世代 間資産移転税 に関する従来の研
究業績 を概観 し,昨 今の諸研究では遺産動機 の理
論,遺 産動機の実証分析,遺 産動機 を踏 まえた最
適課税理論に加 えて,さ まざまな角度か ら遺産税
の経済効果について分析が行われてい ることを知




討す る。第6節 で は租税体系 との関わ りにおいて
遺産税 を位置づ ける。最近注 目されてい るUSA





まず世代間資産移転税 に関す る比較 的新 しい研
究業績 を中心 に見ることか ら始めよう。
Kaplow(2000)では現行連邦遺産税 ・連邦贈与
税な らびにそれ らに関しての諸提案に対す る賛否
両論 を考察す る上での概念的基盤が検討 される。
また移転税 に関する政策分析 とその他の税制に関
する政策分析,と りわけ所得税制の政策分析 との
統合を前提 とした場合の考察が なされ る。世代 間
資産移転 を単に遺贈者の支 出の一形態 として捉 え
るとすれば,最 適資産移転課税 は如何 にあるべ き
か。贈与 と遺贈 に見 られる顕著 な特徴 は結論 をど
の ように変え うるのか。Kaplowの分析で はさま
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ざまな遺産動機 の重要性 を検討の上,世 代 間移転
における人的資本の重要性,生 前贈与 と遺贈 との
違い,個人への贈与 と団体への寄付贈与 との違い,




リカの移転税の特徴,近 年の遺 産税 申告の特 質,
移転税 の変容,他 の諸国における世代間資産移転
税 の役割,な ぜ人々は世代間移転 をす るのか とい
う遺産動機に関する理論 と実証 について考察がな
され る。第2に 移転税の帰着,公 正 ・効率が検討
され,第3に 税務行政上の問題,貯 蓄 に対する影
響,労 働供給,起 業,生 存者 間贈与(生 前贈与),
寄付,キ ャピタル ・ゲイ ンの実現について取 り上
げている。
Poterba(1997)では遺産税 と贈与税 の税引 き
後利 回 りに及ぼす影響 について取 り上げている。
遺産税 は極めて少数の家計に しか影響 を及ぼさな
い。1995年の死亡 者の うち課税 され る遺贈者 は
わずか1.4%にす ぎない。遺産税 は資本所得への
課税 として見 ることがで きる。実効税率 は潜在的
納税者の死亡 リスクと法定税率 に依存す る。死亡
率 は年齢 と共 に高 くなるので,有 効 な遺産税負担
は若年世代 よりも老齢世代で重課 となる3。 次 に
贈与税についてであるが,Poterbaは贈与税免除
租税措置(受 贈者1人 当たりに設定される金額)に
よって子供世代 に移転 可能な資産を有す る,い わ
ゆる遺産税 の課税が期待される家計の有する純資
産割合を明 らかにす る。潜在的 に課税可能な資産
の約4分 の1が この ようにして移転 され うる一方
で,家 計が この ような租税回避戦略 を十分に活用
す るとすれば,予 想 される生前贈与の水準 と比較
して,実際の水準はかなり低 いことが考 えられる。
Kaplow(1999)では再分配的所得税 と遺産税 ・
贈与税 とを統合す る枠組みの中で,個 人への自発
的移転 に関す る最適課税措置 を検討 している。世
代 間資産移転 に対す る最適課税措置は移転 とい う
支出 と通常 の個人消費間の差異に依存す る。 ある
種の資産移転 は受贈者に正 の外部性 をもた らし,
他の資産移転は税収の外部性 をもた らし,ま たそ
の他の資産移転は最適課税 問題 と同 じように所得
の限界効用に(遺 贈者と受贈者の限界効用)影 響 を
及ぼす ことを示 している。
遺産税が死重損失 をもたらす とすれば,も はや
遺産税 は効率性の観点か ら問題視 され ることにな
る。Holz-EakinandMarples(2001)では税収 中
立 の下 で遺産税か ら資本所得税(capitalincome
tax)に変更す る場合 の死重損失 を測定す る枠組
み を構築する。その際に推計パ ラメー タは少数 に
して,遺 産税支払いで予想 され る潜在的生涯行動
の反応 に着 目する。結論的には遺産税か ら挙げ ら
れ る税収は遺産税 を廃止 し資本所得税で代替す る
ことによって,経 済効率が促進 され ると考え られ
る。特 にベースラインとなるパ ラメー タの推計 を
用いると死重損失削減の中位値は資産1ド ル当た
り0.018ドル となると推定 される。 しか しなが ら
推定された効果はかな り異質である。 とい うのも
Holz-EakinandMarplesによる推計値は遺産税の





あ る。Poterba(1998)では,世 代間移転 に課税
される遺産税額 を削減する戦略 としての生前贈与
に対す る動機をアメ リカに即 して概観する。世代
間移転の時点における生前贈与の水準 は王朝モデ
ルの効用最大化で示 される生前贈与 の水準 よ りも
かな り低 い。250万ドル超の純資産 を保有する高
齢者世帯 でさえその45%し か生前贈与 を活用 し
ていない ことが示 される。1995年の消 費者金融
調査 を用 いたクロス ・セクシ ョン回帰分析 では,
資産の世代間移転 は家計 の純資産の規模 に伴って
上昇 し,累 進的遺産税の影響を反映す ることを示
唆す る。非流動的形態の純資産が相対的に多い家
計,た とえば個人企業 などは,流 動 的資産 を比較
的多 く有する同程度 に豊かな富者に比べて,相 対
的 にあ ま り世代 間移転 を しない ことが考 え られ
る。実質的な未実現 キャピタル ・ゲイ ンを有する
家計は死亡時点の資産の便益が最大 となるが,同
等の富者 と比較するとわかる ように生前贈与 を行
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っていない ようであ る。Poterba(1998)による
と,世 代間資産移転の総額は,遺 産税を課税 され
る と思 われる家計が生前贈与 を行 う場合の資産移





遺産税 申告デー タを使 い,報 告 された遺産に対す
る遺産税の影響,つ まり富の蓄積 と租税回避 に及
ぼす効果 を反映 した遺産税 の影響 を分析する。他
の影響 を一定 とすれば,一 般的に遺産税の水準 と
申告遺産総額 との問に負の相関関係がある。 しか




的である。 さは さりなが ら遺産税の負の効果は長
寿で死ぬ人々と遺言 を残 して死ぬ人々に とって明
確に現れる。いずれ も利他的個人に対 して遺産税
がいかに影響 を及ぼすのか とい う理論 と一貫性が
ある。45歳時点での税率 あるいは死亡時点の10
年前の税率の方が,死 亡時点の税率 よりも申告遺
産 との負の関係 をより明確 にす る。
私的移転の タイミングに対 して遺産税 と贈与税
が 影響 を及 ぼす か否 か につ いて はBernheim,
LemkeandScholz(2001)が取 り上げている。彼
らは消費者金融調査の1989年,1992年,1995年,
1998年デー タに基づ い た時系 列 な らび にク ロ
ス ・セクション分析 を通 じて私的移転のタイ ミン
グに対する遺産税 ・贈与税 の効果を検討する。同
期間における法制化の動 きは贈与 に対す る遺贈の
課税上の不利 を軽減 し,そ の軽減 の程度 は識別可
能な家計分類問で制度上異 なってい るこ とを示 し
ている。遺贈に対 して予期 される課税上の不利な
側面が大 きく改善 されたことを経験 している家計
は,そ の ような改善をあ まり実感 していない家計
に比べて生前贈与 を減 らしたことが明 らか となっ
た。これは移転の タイ ミングは贈与税率 と遺産税
率に反応す ることを意味する。異時点問な らびに
グループ問の贈与率 を比較 し,潜 在的撹乱要 因
(例:未実現キャピタル ・ゲインの割合の意図的変
更)な どの諸要因 を制御 した上で分析 し,極 めて
裕福 な家計の遺産動機 を体系的に明 らかに してい
る。
PoterbaandWeisbenner(2000)では分配 と税
収効果 に研究対象 を絞 っている。彼 らは1998年
消費者金融調査書のデー タを用いて,遺 産税 とキ
ャピタル ・ゲイ ン税 の条項が改変 された場合の税
収効果 を推定す る。 同調査書は家計 の保有資産に
関する情報,た とえば資産の購入価格 と市場価額
に関す る情報を含むことか ら,保 有資産の未実現
キ ャピタル ・ゲインに課税 した場合の分配状況 と
遺産税 を課税す る場合の分配状況 を把握す ること
を可能 にし,合 わせ てそれぞれの税収効果 を比較
することがで きるようにす る。推計に際 して歳入




れる遺産税か ら挙げ られる遺産税収 を上回る規模





遺 産 税 と寄 付 遺 贈 と の 関 係 に つ い て は
Joulfaian(2000)とBakija,GaleandSlemrod
(2003)とで取 り上げている。寄付遺贈 はフ ィラ
ンソロピー支援の貴重 な源泉である。最高法定税
率55%で 課税 される子孫へ の遺贈 と異な り,寄
付遺贈 に対 しては遺産税が免税 となっている。寄
付 の価格 を下げることによって,遺 産税 は死亡時
点直前の資産処分に影響 を及ぼす ことが考 えられ
る。Joulfaian(2000)では1992年の遺産税 申告報
告書のデー タを使って寄付遺贈 に対する遺産税の
効果 を分析 し,遺 産税控除(estatetaxdeduction)
は予算上効率的(budget'efficient)であ ることを
示 している。 しか しなが ら遺産税の全体的効果 は
寄付遺贈が資産弾力的であることから,緩 慢 であ
る という結果を出 している。一・方,Bakija,Gale
andSlemrod(2003)では寄付 遺贈 と連邦 遺産
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税 ・州相続税 との関係 を考察す る。現行連邦遺産
税 の最高 限界税率 が49%の 下で,遺 産税 を廃止
する とすれば,最 富者の遺産の通常の遺贈に対比
して寄付 の価格 は約2倍 になるであろう。 しか し
なが ら,受 贈者の税 引 き後資産(wealth)が増 え
ることか ら,特 定の政策変更 の全体的効果は部分
的には価格弾力性 と資産(wealth>弾力性 との相
対 的大 きさに依拠す る。50年間分の クロス ・セ
クシ ョンデータを使って計量分析の枠組みを用い
て寄付遺贈に対す る連邦遺産税 ならびに州相続税




に基づ いて推計 していることか ら,寄 付遺贈の価
格弾力性が有為である とした従前の研究論文 よ り
も信葱性があることを示す。
遺 産 評 価 に つ い て は 昨 今Poterbaand
Weisbennerの研 究 が あ る 。Poterbaand
Weisbenner(2003)では遺産評価技術上の 自由裁
量 による資産規模階級 間実効遺産税負担 に及ぼす
効果が検討されている。たとえば有価証券の場合,
評価上の自由裁量 はほ とん どないに等 しい。 その
他の資産については同族会社 の部分的利子,リ ミ
テ ッ ド・パー トナーシップ(limitedpartnerships)
や実物資産の部分的利子,あ るいは市場性のない
出資金の部分的利子の場合には遺産評価 は比較的
困難であるか もしれない。 したがって遺産税 申告




分析,遺産動機を踏 まえた最適課税理論 に加 えて,
さまざまな角度か らの経済効果に焦点 を当てた も
のが多いことが わかる。次に本稿の 目的に即 し租
税政策の観点か ら連邦議会内の動 きを追 うことに
する。
第2節 連邦遺産税廃止論
1980年代 レーガ ン政権 の下 で肥大化 した財政
赤字が1990年代 に入る とアメ リカ経済の好況 に
支え られて徐々に解消 され,連 邦政府 は財政余剰
を抱 える ようにな る。 こう した背 景 も相侯 って
1990年代以降連邦遺産税 に対 する改 革案 ない し
は廃止案が展開された。 ここではそのい くつかの
改革案 と廃止案 を取 り上げて考察す る。
ア メ リカ商 工 会議 所 の マ ーチ ン ・レガ リア
(MartinA.Regalia)は,1998年度の クリン トン大
統領予算提案書の 「貯蓄な らびに投 資対策」 と下
院歳入委員会へ提 出された 「拡張的代替案」 に対
して,下 院歳入委員会で遺産税 な らびに贈与税改
革について以下の ように証言 している。[1997年
3月19日]1
「連邦遺産税 ならびに贈与税 は一一一多 くの人々
が死亡税(DeathTax)と呼んでいる一一 貯蓄 と
投資 に逆行する主たる税法のバイアスである。遺
産税 は税引 き後の家族の貯蓄の37%～55%を 没
収 し,生 涯 をかけて貯蓄 し,投 資 して きた人々に
罰金 を科す ものである。同税の没収的側面 は明 ら
か に起業,雇 用創 出 な らびに資本蓄積 を減退す
る。」
ここで レガリアは所得税の限界税率 と比較 して
相対的 に高い遺産税 の限界税率に着 目して遺産税
の没収的側面 を強調 している。 レガリアの証言の
時点 よ り遅れるが,1998年遺産税 申告 における
遺産税 の対総遺産額の比率 は限界税 率37%の 階
層で1.76%,限界税率55%で30.2%であ り,全
体 としては1軌8%である5。 限界税率を捉 えると
す れ ば,追 加 的1ド ルの 遺 産 に対 して確 か に
37%～55%の限界税率が適用 され る。一方,実
効税率 を見る限 り,限 界税率37%の 階層では総
遺産の1.76%を遺産税 として納付す るに過 ぎな
い。 因み に限界 税率37%の 階層 は 申告件 数 の
21.4%を占める。その上の階層に当たる限界税率
39%の階層は申告件数では29%を 占めるが,実
効税率 は7%で ある。全体 としての遺産税 の実効
税率が19.8%となる点 を考慮 に入れるとして も,
遺産税が没収的である と必ず しも言えないのでは
ないだろうか。 レガリアの証言は限界税率 の言及
に留 ま り,実 効税率あるいは平均税率については
全 く触れてい ないのである。遺産税の限界税率が
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高い水準 に設定 されてい るこ とか ら言 える こと
は,租 税誘因 とい う観点か ら貯蓄意欲 と投資意欲
を減退 させ うるということに留 まる。連邦遺産税
が 「没収的である」 というのは限界税率の水準か
らのみ判断す るべ きではない。
次 に遺産税が生涯 をかけて貯蓄 し,投 資 を行っ
た人 々に対する罰金であるか否かは遺産税が設置
されている租税体系が どの ようなものであるかに
依存す る。1980年代 レーガ ン政権 の下で推進 さ
れた包括的所得税 を前提 にするとすれば,未 実現
キャピタル ・ゲインへの課税上の取 り扱 いが焦点
とな る。本来,包 括 的所得税 は未 実現 キ ャピ タ
ル ・ゲインも課税ベースに含めるのに対 してt連
邦個人所得税制上,それは実行が困難であるので,
世代 間資産移転 をもってキャピタル ・ゲイ ンが実
現 された と見倣す という方策を取る とい うのであ
れば,個 人所得税 に相当す る遺産税 の範囲は罰金
とはならない。 しか し世代間資産移転 は市場 を通
じた取引を経ていないので キャピタル ・ゲインは
依然 として未実現であるとい う考え方 を貫 くとす
れば,遺 産税を所得税の後払い と見倣す ことはで
きない。 さらに連邦個人所得税制が包括 的所得税
の理論 との乖離 を内在する場合には,す なわちそ
もそ も未実現キャピタル ・ゲインを個人所得課税
ベースに含めない場合 には,遺 産税は所得税 とは
別な根拠か ら課税 されると理解 しなければな らな
い。煙草税 と酒税が喫煙や飲酒 とい う社会的に見
て望 ましくない とされる行為 に対す る税,す なわ
ち罰金税 として課税 されることを受容す ることは
できるが,貯 蓄や投資は社会的見地か らむ しろ美
徳 とされる行為 であ るに もかかわ らず課税 され,
この ような美徳税 は許容で きない とい う論理が レ
ガリア証言 を支える。遺産税が美徳税であること
は否定で きない。 しか しそ うであることを以 って
対極 にある罰金税 と捉 えることが適切か否かは別
問題であ る。未実現キャピタル ・ゲインの税制上
の取扱いが重要 となる。 また美徳税 と罰金税 とい
う二極対立 の構 図か ら描かれるのは遺産税廃止で
はない。遺産税 が美徳税であるとすれば,同 じ論
理か ら所得税 も美徳税 の側面 を有す る。美徳税 を
理 由に して遺産税 を廃止せ よとい うのであれ ば,
論理一貫性か ら所得税 も廃止に しなければならな
い。美徳税 とい う観点が意味す る先にあ るのは,
遺産税 の廃止で はな く,租 税体系の転換であ る。
つ まり,所 得税か ら支出税 ない しは消費税 を基幹
税 とす る租税体系への移行である。
続 くレガ リアの証言では遺産税が零細企業の存
続 を危ぶむことに対 して警鐘を鳴 らす。




るいは極端な場合 には会社 を清算す るように追い
込 む。事実,遺 産税は家族経営事業資産の現在世
代か ら次世代への継承が しば しばなされないこと
に対 して主 として寄与す ることは批判されるべ き
である。」
ク リン トン大統領の1998年度予算案で は個人
企業や零細企業に対する遺産税の軽減措置は入っ
ていない。遺産税 の延滞 に際 しての利子率の引下
げのみが記載 されている。 こうした零細企業を保
護す る立場 か ら見る と不十分 な大統領予算案であ
り,レ ガ リアは第1に 統合控 除額 を引 き上 げる,










院議員が提 出 した 「アメ リカの家族減税法(the
AmericanFamilyTaxReliefAct,S.2)」では遺産税
免税枠 を向 こう8年 間で60万 ドルか ら100万ド
ルに拡大 し,適 格同族会社の利子について最初の
150万ドルは非課税 とし,150万ドル超 の部分 に














した1999年遺産税率 ・贈与税率引 き下 げ法(the
EstateandGiftTaxRateReductionActof1999)を
支持 す ることを明 らか に してい る。因み に1999
年遺産税率 ・贈与税率引 き下 げ法で は向こう11
年間に遺産税率 ならびに贈与税率 を毎年5%ポ イ
ン トずつ引 き下げることとされている。
現行連邦遺産税の存続 に反対の姿勢 を見せ てい
るのはアメリカ商工会議所 に限 らない。零細企業
を擁 護 す る観 点 か ら,ア メ リカ食料 品店 協 会
(theNationalGrocersAssociation)が遺産税 は不公
正で反家族的租税である としてその廃止を要請 し
てい る7。また前述 の コックス下院議員 も遺産税






「死亡税 は連邦収入の1%未 満の税収 しか挙 げ
てお らず,死 亡税は富者 や租税回避 に必要 とされ
る勘定口座 を持つ ことのできる,あ るいは腕 の良
い法曹 を雇 うことのできる人々によって納付 され
てい るので はない。死亡税 は零細企業家,農 家,
そ して会社 が 整 理 され る と失 職 し,死 亡 税 を
100%支払 うこ とに なる人々に よって納付 され
る。」
コックス下院議員は連邦遺産税の財源確保 に対
する貢献 度が低 く,ま た遺産税の納税義務者が必
ず しも富者ではない とい う,こ うした状況 を理解
した上で,さ らに加 えて,死 亡税1ド ル当た り徴
税 費用が65セ ン トもかか り,昨 今の連邦政府の
財政余剰 を鑑みて均衡予算 とす るべ きであると主
張する。そ して死亡税 の廃止が新規雇用創出をも
た らし,個 人所得 を増や し経済成長 に繋がる とし
ている。
コックス下院議員の証言に包含される連邦遺産
税が租税 回避行動 を許容す る点 については1990
年 代 の 遺 産税 廃 止 論 を待 た な くと もCooper
(1979>において指摘 されてい る。遺産税 は租税
回避行動 を許すこ とか ら,そ の租税負担 を負 うこ
とが期待 される人々すべてに対 して貨幣の強制的
移転 を促 さない。 ク0パ ーによれば,遺 産税 は自
発的支払 い税(voluntarytax)であ る。遺産税は
租税 回避行動 を取 らない人々に よって 自発的 に納




る。対価である租税 を支払 わなければ,排 除原則
が働 き公共サービスの便益 を享受することがで き
ない場合である。通常,自 発的支払いは自発的交
換が行 われる市場 にお いてな され る と考 え られ
る。 クーパーの指摘 は強制性 の後退 した租税 を





遺産税 の納税主体 は遺贈者であることか ら,成
人死亡者総数に対 してどれ くらいの割合が納税義
務者 となっているのか について明確 にするために
1934年～1976年までの課税 申告比率の推移 を追
ってみる と(表1),α78%～7.65%であることが
わか る。 因み に1990年代 は1%～2%台 に過 ぎ
ない。 とは言え,こ の数字か ら遺産税が 自発的支
払い税になっていると判断 して良いだろうか。仮
に遺産税 の納税義務者の割合が成人死亡者総数の
1%で ある とす れば,100人の成 人死亡者がいる
場合 にその中の一人 しか遺産税 を納税 していない
ことを意 味す る。つ ま り残 りの99人 の成人死亡
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































することは可能であるが,特 定の人 とい う捉 え方
に注意す る必要がある。すべての成人死亡者が遺
贈す るべ き資産を有す るわけではない。実際,資
産 を有 していた として も,課税最低 限を上 回る財
産 を遺贈す る人の中で課税対象 となるのに十分な
金額の財産 を有す る人は2002年遺産税 申告デー
タによれば,前 者の50%に も満 たない状況 にあ
る9。逆言す る と,課 税最低 限を上 回る財産 を遺
贈す る人の半分以上は遺産税 を課税 されないとい
うことになる。保有資産に格差がある以上,課 税
される人 と課税 されない人が存在する とい うだけ
では不公正だ というこ とにならない。む しろ同 じ
ように課税最低 限を上回る財産 を遺贈 しなが ら課
税 され ることに甘ん じる人 と甘ん じない人が存在
す る場 合に公正が問題 となる。 この 「甘 ん じる」
あ るいは 「甘ん じない」 とい う選択の違いこそが
自発性 と関わ りがある と考えられる。制度をうま
く活用 しなが ら故人やその家族 ・親族の裁量 によ
って課税 か ら逃れることが可能になると,課 税 さ
れることに甘ん じた人のみが遺産税 を負担 するこ
とになる。先 に述べた ように本来,租 税 は強制性
を伴 う。税負担 に 「甘ん じる」あるいは 「甘 ん じ
ない」 とい う選択権 を個人は有 しない。租税 回避




前述 した ように課税最低 限の水準が高い という
ことは国庫充足に も影響 を及 ぼすが,同 時に納税
義務者数 を削減することに繋が る。課税最低 限は
1916年～1995年の問に順次引 き上げ られて きた
が,特 に1980年代以降大幅 に拡大 されて きた と
言 える。 また,遺 産税の課税ベースか ら控除で き
る項 目に埋葬費,遺 言執行人手数料,代 理人報酬
(弁護士顧問料),借入 ・債務,配 偶者控 除,寄 付




この ように課税最低 限,課 税 ベースか らの控 除,
アメリカの遺産税 唄曽与税改革 一43一
税額控除の拡大 は遺産税の強制性の一部放棄 とし
て理解することがで きる。近年に即 して言 うとす





である。資産の世代跳 び越 し移転 とは,遺 贈者が
遺言 によって信託 を残 し,子供 にはその一生涯に




孫 に遺贈 され る時点 まで遅延 される ことになる。
遺産税の課税 も通常の遺贈の場合に比較 して一回
省 くことがで きる。 さらに世代跳び越 し移転税 に
は100万ドルの免税 が認め られているこ とか ら,
世代跳び越 し移転が行われるな らば,遺 産税の納
税義務者 は減少 し,加 えて世代跳び越 し移転税 に
設け られた極 めて高い水準の免税 もまた納税義務
者を減 らす ことになるであろう。世代跳 び越 し移
転 をするか,あ るいはしないかは個 人の 自由であ
る。 ここにも租税回避の余地があ り,そ のため遺
産税の強制性 は弱 いと言えよう。
こうして見て きたように,確 か に遺産税 は自発
的支払 い税で はないか とい う事実的背景があ る。
しか しなが ら,そ れを理由にして遺産税 を廃止す
るべ きであると結論付 けるのは早計ではないだろ
うか。租税回避行動 を免れず,ま た納税義務者が
極少数に留 まることか ら遺産税 は自発的支払い税
であると判断 されることを認めるならば,す なわ
ち,自 発的支払い税が租税回避行動 の可能性 と納
税義務者の規模 によって規定 される とすれば,そ
のような意味における自発的支払い税は遺産税 の
みな らずその他の租税の中にも自発 的支払い税 の
様相 を呈する租税は存在す る。 自発的支払い税の
特徴 を有するゆえに遺産税 を廃止せ よというので
あれば,自 発的支払い税であると把握 される,そ
の他の租税 についても廃止 しなければな らなくな
るのではないか と考える。
第4節 遺産税と財源確保
次に遺産税 と贈与税 の制度化の経緯を辿 りなが
ら,財 源確保 との関わ りを見ることにする。連邦
政府 に よる遺 産税 の導入 は1797年の印紙税 法
(theStampActofユ797)まで遡 ることができる。
アメリカ合衆 国建 国時の政府は経済活動 に対 して
概 ねレッセ ・フェール的アプ ローチを取 っていた
と言われるが,1794年にアメ リカ連邦議会 はフ
ランス との海戦 に備 え国防に必要な戦艦建造のた
めの追加資金を必要 としていた。そう した追加資
金を手 当てするために議i会は1797年印紙法 を制
定 し,財 産 目録や管理証明書に加えて,財 産分与
の遺言状,遺 産支払証明書,遺 産受取証明書に連
邦 印紙 を貼付す るこ とを義務付 けた。1802年に
印紙税 は廃止 されるが,南 北戦争によって連邦政
府 が新 たな財源を探 さなければな らな くなる と,
1862年租税法(theTaxActof1862)を制定 し,
遺産取得 という特権 に対 して遺産受取人 と故人 と
の関係 に基づ いて異 なる税率 を定 め,相 続 財産
(動産のみ)に 課税 した。 さらに南北戦争の戦費増
大 に対応するために1864年内国歳入法(the1864
RevenueAct)では動産のみな らず不動産 も課税
の対象 とな り,生前贈与 について も贈与税が初め
て課税 され る ように なる。 しか し遺産取 得税 は
1870年に廃 止 され る。 その後,ス ペ イ ンとの戦
争 のためにまた もや財源 を捻 出する必要性に迫 ら
れる と,1898年に戦時歳入法 で遺産税が制定 さ
れる。遺産税(estatetax)は動産のみが課税対象
とな り,遺 贈者 に課税 された。20世紀 に入 ると,
1907年の金融恐 慌に よって歳入確保の要請が強
まり,一 時は下院歳入委員会で累進的遺産税が提
案 される。 しか し上院において法人消費税 を制定
したことか ら累進的遺産税の提案の方は棄却 され
る。1916年歳入 法で財政赤字削減のため に連邦
遺産税が導入 され,連 邦税制 の一部 を形成す る。
1932年に大恐慌 に よって財源確保が極 めて困難
な見通 しとなるに至 り,1926年に廃 止 された贈
与税 の再制定 な らびに追加 的遺産税の導入 とな





の財源確保にどの程度の貢献 を果た して きたので
あろ うか。確かに近年,連 邦政府 の総税収に対す
る移転税(遺 産税ならびに贈与税)の 割合 は2%に
満たない。 しか しなが ら1860年代か ら1900年代
までの趨勢を踏 まえる と,連邦政府に追加的財源
をもた らすことに貢献 して きた と見 ることがで き
る。世代間資産移転税 はかつての関税や,あ るい
は現在の個人所得税および法人所得税の ように税
収構成上中心的 な役割 を果 た したわけではな く,
補足的 な役割に徹 してきた と理解するべ きではな
いか。だ とすれば,近 年の世代 間資産移転税 に対
する批判について再考する余地があるのではない
だろ うか。連邦政府の総税収に占める遺産税 なら
びに贈与税の構成比が低 いとい う理由だけで これ
らの移転税 の廃止 を求めることは不十分であ る。
そ もそ も移転税の歴 史において国庫充足上の基幹
税 となる位置にあったことはない。追加的な税収
を挙 げる税 としての現行遺産税 と贈与税の不十分
さを立証 しなければならない。あ るいはその よう
な税 を要 しない状況を説 明する必要があると考 え
る。
次 に考 えなければならない点 はなぜ世代間資産
移転税が補完税 としての地位 に留 まらざるを得 な
かったか とい うことである。別言すれば,な ぜ移
転税 は多大 な税収 を挙げることがで きなかったの
か とい うことである。租税負担は課税ベース と税
率によって決まる。仮に税率が低 く設定されてい
た としても課税ベースが大 きければ,そ れだけ税
収 も膨 らむと想定 される。課税ベースの拡大 は動
産のみか ら動産に加 えて不動産 を含 む方向で,ま
た遺産のみか ら遺産 に生前贈与 を含 む,い わゆる
遺産税 と贈与税 の一 本化 を通 じて実現 されて き
た。 もっとも課税対象が適切であ り,課 税対象 を
数値化 した課税ベースがかな りの大 きさを期待で
きたとして も,網 羅的な課税がな されず,た とえ
ば,控 除項 目が多 く,課 税ベースが浸食される場
合 には税収の伸 びに限界がある。実際,連 邦遺産
税の課税最低限の水準 には課税権 を巡る連邦政府
と州政府 との対立が絡んでいた。
1916年歳入法で制定 された連邦 遺産税 は現代
の遺産税 の原型 となってい ると言われる。 当時,
相続財産への課税権 は既 に州政府が有 してお り,
連邦政府 も遺産に課税するとなると,自 ず と州政
府 との問で課税権 を巡 って摩擦が生 じることが予
想 された。アメリカでは歴史的に見て課税権は連
邦政府 よりも州政府の方が優位 な状況の中で確立
していたことか ら,連 邦政府は州政府 に対 して何
らかの配慮 をせ ざるを得なかったと言 える。そ う
した配慮 は1916年5月のハ ル議i員(Cordel1Hull)
の提案で も明 らかである。彼 は富者 と貧者 との問
の避 け難い紛争 に対 して連邦 遺産税 を提案 した。
しか し連邦政府 と州政府 との間の課税権をうまく
均衡 させ るために遺産税 よ りもむ しろ物 品税 の方
が望 ましい と考えていた。最終的に資産が次世代
に贈与 される前に連邦政府が当該資産に物品税 を
課税す るべ きである とい うことを提案 している。
しか し州政府 が遺産 に相続税 を課税する一方で,
連邦政府が同 じく遺産に物品税 を課税 することに
よってrす なわち,異 なる税種 を選択 することに
よって,州 政府 と連邦政府 との間で同 じ税源 に対
す る課税権争いを生 じさせない という,ハ ル議員
の構想 は結 実 しなか った。 実 際 に制 定 され た
1916年の連邦遺産税 では故 人の財産(動 産ならび
に不動産)総 額か ら税制上認め られた項 目を控除
した ものが純財産 とな り,純 財産に対 して課税 さ
れ る。ただ し,すべ ての市民に5万 ドルの課税最
低限が認め られた。 この課税最低 限の水準が個人
所得税 と比較 してかな り高い水準であることこそ
が州政府の課税権 を配慮 した結果 なので ある'0。
少額の財産への課税権 は州政府が有す ることを連
邦政府が認識 していたことにほかならない。 この
ように州政府の課税権 と抵触 しない ように課税最
低限を個人所得税 と比較 してかな り高い水準 に置
くとい うことは,そ の分だけ連邦政府サ イ ドに期
待税収の損失が発生す ることを意味す る。そ もそ
も把握 された課税ベースが個人所得税 に比べて相
対的に小 さい遺産税 の場合,課 税 していれば挙げ
られたであろう税収損失の存在は基幹税への昇格





税 としての役割が もはや終焉にあるとい うことで
ある とすれば,そ の ような理由に立脚する遺産税
廃止論に対 して次の ような疑問が生 じる。遺産税




る場合,そ の ような遺産税の廃止 は遺産税 の制度
化の歴史か ら理解で きるとお り,ア ドホ ックな措
置 として位置づ けられるのではないか。遺産税の
廃止 を一時的措置 としないためには,遺 産税 を廃
止するべ きか否か,廃 止するとすれば どの ように
廃止す るべ きか,遺 産税 を維持す るとすればどの
ように設置す るべ きか,こ れ らについて理論の側
面か ら考察す ることが必要 となる。別言す れば,
臨時税 としての遺産税 の可能性があるの と同様 に
恒久税 としての遺産税 の可能性がある。臨時税 と
しての遺産税 は戦費調達な どの切迫 した状況が解
消 された後 に廃止 されてきた歴史的な経緯がある。
一方,恒 久税 としての遺産税 は租税理論 を踏まえ
て租税体系の中で論 じられなければならない。
第5節 連邦遺産税の形式的帰着
現 行 の 連 邦 遺 産 税 は 多 様 な 形 態 の 遺 産,具 体 的
は 居 住 用 住 宅(personalresidence),不動 産,不 動
産 パ ー トナ ー シ ッ プ(realestatepartnerships),
同 族 会 社 株 式(closelyheldstock),その 他 株 式,
州 ・地 方 債,連 邦 貯 蓄 債(federalsavingsbonds),
そ の 他 連 邦 債,社 債 ・外 国 債,債 券 フ ァ ン ド
(bondfunds),ミ ュ ー チ ャ ル フ ァ ン ド
(unclassifiablemutualfunds)11,現金,当 座 預 金,
保 険(額 面 価 額),保 険 担 保 貸 付(insuranCepOliCy
loans)i・,,農場(farmassets),リミ テ ッ ド ・パ0
トナ ー シ ッ プ(limitedpartnerships)is,その 他 非
法 人 企 業 資 産,抵 当 証 券 ・手 形(mortgagesand
notes),年金(annuities),有形 財 産 ・無 形 財 産
(depletable/intangibles),芸術 品,そ の 他 資 産 を 合
計 した遺産総額か らさまざまな控除 を差 し引いて
課税遺産 を算出す ることか ら始 まる。課税遺産に
調整課税贈与 を加 えると調整課税遺産が算定され
る。調整課税遺産の規模 に応 じて法定遺産税率 を
適用すると仮遺産税 となる。仮遺産税 か ら既 に納
税 した贈与税 を差 し引 き,税 額控 除前遺産税 を計
算する。ここか ら統合税額控除,州 死亡税額控除,
その他の税額控除を差 し引 くと,ネ ットの遺産税
となる。
それでは連邦遺産税は一体誰が負担するのであ
ろ うか。 まず遺産税 の負担 について考察す る前 に
連邦遺産税の租税 としての特徴 を明 らかに してお
きたい。連邦遺産税 は遺言執行人が納税義務者で
あるので,受 贈者が納税義務者 となる遺産取得税
とは異なる。遺産取得税 は受贈者 と遺贈者 との人
的関係 を反映 した税率構造,す なわち遺贈者 との
肉親的距離が離れているほど遺産は受贈者 にとっ
て不労所得ない し偶発的所得の呈 をな し,高 い限
界税率が設定 され,近 親者であるほ ど残 された遺
族の生活費 を支 える もの として低い税率が設定 さ
れる。 これ に対 して,遺 贈者に課税 される連邦遺
産税で は遺贈す る資産の規模 が大 きくなるに従 っ
て限界税率が上昇する。遺贈者 に配偶者がい る場
合には配偶者への遺贈が控除 され ることか ら,連
邦遺産税 には人的控 除があると理解す ることもで
きる。配偶者への遺贈 を人的控除 と理解す るなら
ば,連 邦遺産税 は人税であると見倣す ことがで き
る。 しか しなが ら,配 偶者への遺贈を どのように
捉えるかによって人的控除 と見倣 さない考え方 も
あ りえる。配偶者が故人の生前 において共に資産
形成に取 り組み,そ の結果故人の遺産に体現 され
ていると理解するならば,遺 産の一・定割合 はもと
もと配偶者 に帰属するべ き資産 となる。遺産か ら
配偶者への遺贈が控 除されて初めて故人に帰属す
る資産の規模 を確定できる。 この ような立場 に立
つ とすれば,連 邦遺産税 は遺産 とい うモノに課税
する物税 とい う見方が出て くるのである。連邦遺
産税 は物税であ るとすれ ば,当 然のこ となが ら,
遺贈者の個人的状況,例 えば,ど のような相続人

























































FigureFよ り作 成 。
揺 れ てい る と見 て取 れ る。1981年経済復 興法
(theEconomicRecoveryActofl981)では遺児控
除(orphan'sdeduction)を廃止 したが,1986年
税制改革法では祖父母 か ら孫への直接移転 を含む
世代飛 び越 し移転 に対 して100万ドル超の遺産に
55%の最高税率 を適用す ることを制定 した。前
者 は物税化を,後 者は人税化の表れである。連邦
遺産税 の課税対象が負債 を控除 した純遺産額であ




転嫁 を期待 しない租税 とな り,い わゆる直接税 と
い う分類 に入ることとなる。連邦遺産税の租税負
担 の形式的帰着 は遺贈者 となるであろう。表3は




なっている。遺贈す るべ き遺産を有す る故人はサ
ー ビス業,製 造業,小 売業で活躍 した人に多いこ
とを意味する。 またサー ビス業あるいは小売業で
零細企業が多いとすれば,連 邦遺産税 はこれ らの
産業に影響 を及ぼす 限 り,同 時に零細企業 に対 し
て も影響があると見 られる。続いて平均遺産総額
の多い産業か ら見てみ ると(表4),金融業 ・保険
業 ・不動産業,次 いで製造業,鉱 業 となっている。
金融業 ・保険業 ・不動産業に携わった故人 は1申
告 当た りの遺産総額が産業界では最 も高いことを
意味する。
農業で活躍 した故人は農場 などの実物資産 を多
く有 し,遺 産税負担 も相対的に重課 なので はない
か と察せ られる。前述の コックス下 院議員の証言
に もあった ように農業に携わった遺贈者は租税 回
避の機会 に乏 しく重い遺産税負担 を余儀 な くされ
てい ることが想定 され る。実際 はどうなのか。表
3と表4を 見る限 り,農 業 に携 わって遺産税 の対
象 となった故人 の割合 は申告総数 の8.1%を占
め,平 均遺産総額 も1,465,000ドルに上る。 しか
しこの事実 を以 ってと りわけ農業に遺産税が負の
影響 を及ぼ したとは言 えない。遺産規模別遺贈資
産構成(表5)を 見てみると,1995年のデー タで





も関係 してか,農 場 の構成比 は250万ドル以上
500万ドル未満の遺産階級 を除 き低下す る。(表6)
農業 に携 わ り遺産税が課税 されるほ どの資産 を形
成 した故人であって も遺贈資産構成 は農場 のみか
ら成 り立つ とは限 らない。他の形態の資産を有 し,



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































の資産の占有割合が仮に大 きい としても,そ れを
以 って遺産税が農業資本 となる農場 に対 して加重
な租 税負担 を負 わせてい る とは言 えな いのであ
る。それは遺産 というある時点 におけるス トック
の構成要素の内容 と個 々の構成 要素の割合 に関係
する。




その他株 式20.7%,居住 用住 宅14.7%,現金
14.5%,年金11.1%となっているが,遺 産規模が
増 大す るにつ れてその他株式 の 占有率が上昇す
る。最高遺産階級(2000万ドル以上)で は遺産全
体 でその他株 式が47.1%を占める。州 ・地 方債






また構成比 は小 さいなが らも遺産規模が増えるに
つれて構成比のウェイ トが高 まる資産 として,そ
の他非法人企業資産,同 族会社株式,不 動産パー
トナーシップ,リ ミテ ッ ド・パー トナーシップが
ある。 このように遺贈資産の構城 か ら農業資本 よ
りもむ しろその他の産業資本 に遺産税負担が重 く
のしかかっていると理解で きる。
連邦遺産税の税負担 は遺 産税が人税 と認識で き
ることか ら,遺 贈者に帰着す る。 しか し遺贈者 に
帰着 した遺産税負担は遺贈者が遺贈時点 まで所有
していた資産 に影響 を与 え波及効果 を及ぼすこと
が考え られる。遺産税 の実効的帰着 まで含めて検
討 しなければならない。例 えば,州 ・地方政府の
免税債 を遺贈する場合に遺産税が課税 される とい
うことは免税債の租税節約 とい う便益が縮減す る
ことを意味す る。税引 き後 の利回 りが低下するこ
とによって,不 動産や他の金融商品 との競争 に敗
れて州 ・地方政府の資金流入 に負の影響 を及ぼす
可能性がある。そのため,州 ・地方政府が債券発
行で資金調達が困難 とな り,増税す るとい うこと
に繋が る とす れば,遺 産税 の税 負担 は新 たな州




続いて遺産税 ・贈与税 を租税 理論的側面か ら考




を獲得する権利」 いわゆる自然権があ り,各 人が
自然権 を有する限 りにおいて 「万人の万人 による
闘争」は続 く。各人が 自然権 を主権者である国家
に譲 り渡すことによって 「万人の万人による闘争」
は終焉 を迎 える ことがで きる。 国家 は,「他者が
自然権 を譲渡す るな らば 自分 もまた 自然権 を第三
者に譲渡することに同意す る」 とい う社会契約 に
よって成立する。臣民か ら自然権 を譲渡 された国
家は各人に所有権 を認め,生 命や財産 を守 る。そ
れゆえ租税は国家か らの公共サー ビスの対価 と位
置づ けられ る。社 会契約説で取 り上 げられる自然
権にはそ もそ も親が子や孫 に財産 を遺贈す る権利
は含 まれていない。国家が世代間資産移転 を許可
して初めて親か ら子 あるいは孫 に遺産が継承 され
る。 ここに遺産税 は世代 間資産移転の許可料ある
いは登録料であるという考 え方が出て くる。資産
の移転 を課税点 とする,い わゆる移転 を一種の財
の流通 と見倣 した流通税 という見方 も出て くる。
ドイツ正統派財政学の基盤 となっている有機主
義国家観に依拠す るとすれば,国 家は温情 主義 に
よって国民の公共需要 を決定 し充足す る。国家が
必要 と決める社会資本の整備のための財源 を租税
収入 に求めるが,社 会資本 は民 間部門の企業によ
る生産活動 を支 える ものであ り,社会資本の充実
は民 間部門の生産拡大に繋が り,一国経済の国民
所得 を増大 し,そ れは所得税や法人税の税収増加
となって跳ね返 る。増収 によって さらなる社会資
本整備,さ らなる生産活動の拡大,国 民経済の拡
大 とい う有機的循環が国家 を基軸 として国民経済
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の中に深 く入 り込んである。 この ようなアリス ト
テ レス的有機主義国家観か ら見 ると,国 家が価値
判断を下 し,そ れに基づ いて経済の舵取 りが行 わ
れるのである。国家 は生産活動の才能に長けた人
に資源 を配分 し使用 させ,国 民経済の拡大 を図 る
ことがで きる。経済的に成功 を遂げたにもかかわ






産の一部 を没収す ることとなる。財産 を継承する
子孫 の側か らす ると,遺 産税 を支払 うことによっ
てそれ以上の国家 による遺産の没収に対 して歯止
め を掛 けるとい う意味が出て くる15。有機主義国
家観 を前提 とす ると,課 税 は国家の存在 と発展に
不可欠な貨幣調達の手段であ り,資本不可侵の原
則が取 られる。 だとすれば,遺 産税 の賦課 は資本
不可侵の原則に抵触す るのではないか。 この点に
ついてワグナー(AdolfWagner)は「相続税は個
人資本 を減少す るものであるが,そ の税収入の用
途いかんによっては,必 ず しも国民資本 を減少す
るものではない」 としている16。
この ように一般的な租税の課税根拠 を指 し示す
利益説 と犠牲説か ら派生 した ところに世代間資産
移転税の課税根拠を見出す ことがで きるのである。
2.租税体系 と遺産税 ・贈与税の位置づ け
遺産税 ・贈与税 をどのように理解すればよいの
かは特定の租税 だけを見てもわか らない。租税体
系の中で位置づ けることを通 じて個 々の税の機能
が明確になる。遺産税廃止が持つ意味 は租税体系
との 関わ りを捉 えて初め て理解 する ことがで き






を採用せ ざるを得ない。財政需要 を所与 として財
政需要に見合 う税収 を挙げるために個 人の経済力
に着 目する能力原則 に依拠する租税 を取 り上げる
とすれば,個 人の経済力の指標が問題 となる。包
括的所得税 は個人の経済力ない し担税力 を所得 と
い う代理指標で把握す る。 ところが所得概念 を2
時点問にお ける消費 と富の純増 との和 として把握
する際に,税 務行政上実行困難な所得の形が出て
くる。具体的には帰属所得や未実現 キャピタル ・
ゲインである。所得 として漏 れ落 ちる ものがある
とすれば,水 平的公平の規準 を充たす ことがで き
ない。そこで包括的所得税 を基幹税 として位置づ
け,基 幹税の不備 を補 うために補完税が必要 とさ
れる。市場 で売却せずに保有 している資産の価値
の増加 を資産移転時点で捉えて,本 来であれば遺
贈や贈与 を消費の一形態であると理解 し所得税 を
課税するところを,死後贈与の場合 には遺産税 を,
生前贈与の場合には贈与税 を課税す ることで代替
す る。 また受贈者側で は富の純増が生 じるので,
それに対する所得税に代 えて遺産取得税 を課税す
る ということが可能である。支出税 を基幹税 とす
る場合 において も生涯所得 と生涯消費 を一致させ
るために遺贈 を支 出 とみ なす ことが求め られる。
しか し,実 行上の問題があるとすれば,基 幹税 に
支出税 を,そ して補完税 に遺産税 を配置 して支出
税体系が形成 される。
遺産税や贈与税 とい う補完税 を抜 きに した包括
的所得税や支出税では水平的公平の基準 を充たす
ことはで きない。 また経済力の把握が不十分な下
で累進税率構造を整備 した として も垂直的公平 は
達成 されないのである。
次 に1995年に法 案 として議 会 に提 出 された
USA税の下で は遺産税 ・贈与税 の位置づ けはど
のように なるのか見 てお こう。USA税 は家計税
と企業税か ら成 り立つ。前者 は現行個人所得税 を
代替 し,後 者は法人所得税 に代わるとされる。 し
か し企業税 は法人所得税 とは異な り,法 人企業の
み ならずほ とん どの企業 に課税 される。税収規模
としては家計税が全体の80%を 占める と想定 さ
れ るのに対 して,企 業税 は20%の 税収 を挙げ る





ら控 除で きることである。 これによって貯蓄 を阻
害せず,投 資を減退 させない ことが意図 されてい
る。
フラッ ト税 の場合,企 業の課税ベースは付加価
値 か ら投 資 と賃 金 を控 除 した もの で あ るが,
USA税で は企業の課税ベ ースは付加価値 か ら投
資 を控除す ることはで きるが,賃 金の控 除は認め
ない。 ということはフラッ ト税の下での企業税 に
比べ てUSA税 の下での企業税はその課税ベ ース
が大 きいことを意味す る。企業課税 による税収 を
一定 とす るな らば,USA税 の方が フラ ッ ト税 よ
りも低 い税率 を企業課税 に採 用することがで き,
企業活動 に対 して租税減退 を軽減することがで き
る とされる。
ではUSA税 の下 における家計税 はどうか とい
うと,ま ず低所得家計に対 して勤労所得控除 と新
たに給与税控 除(社 会保障税控除)を 設置 し,す
べ ての家計に無制限貯蓄控除を認める。その意味
で家計税 は個 人消費税,す なわち消費 された所得
に対する税あるいは支出に対す る税であると言 え
る!7。家計税では新たに人的資本への投資額(高
等教育費や職業訓練費)に 上 限 を設定 しそれ以下
の人的資本投資 について課税標準か らの控除を認
める。企業消費,い わゆるフリンジ ・ベ ネフィッ
トは被用者の消費 となる。個 人消費税では家計が
消費のために社会的プールか ら取 り出した資源 に
応 じて課税す る。この考え方を遺贈や贈与 に反映
させ る とすれ ば,ど うなるで あろ うか。USA税
の家計税では,贈 与者が生前贈与,遺 贈あ るいは
寄付 をす る場合 には資源の消費 を伴 わない。財 ・
サー ビスと交換 していない。 したが って贈与者あ
るいは遺贈者側では課税標準か ら贈与,遺 贈,寄
付が控除 されなければな らない。 さらに受贈者が
相続財産 をその まま保有する とすれば,課 税 され
ない。株式の贈与の場合 も受贈者が現金化 しない
限 り消費 とはならない。受贈者が遺産や贈与 を消
費 した場合 に個人消費税 は課税 され る18。
つ ま りUSA税 を基幹税 とす る場合には未実現
キャピタル ・ゲ インの問題は解決 し,遺 産税 ・贈
与税 をもはや必要 としない。居住用住宅や耐久消
費財の場合には帰属消費に個 人消 費税 を課税す る
か,も しくは購入時に一括 して個人消費税 を課税
す るか,い ずれにせ よ,資 源の消 費として把握 さ
れる限 りにおい て家計税 が課税 されるこ とに な
る。居住用住宅や乗用車等を贈与 された場合 には
受贈以後の帰属消費 に対 して本来受贈者 に個人消
費税が課税 され るべ きであ り,贈与者がすでに一
括 して個人消費税 を支払 っている場合には受贈者
は贈与者 に受贈以後の帰属消費 に相当す る個 人消
費税 を返 さなければならない]9。
遺 産税 ・贈与税 との関わ りにお いてではない
が,租 税理論の観点か らUSA税 には課題が ない
わけで はないのでここで若干言及 してお きたい。
USA税の下における家計税 は資源の消費に対 す
る個人消費税である。だとすれば,自 家消費をど
の ように取 り扱 うかが依 然 と して課題 として残
る。確 かに市場化が進み家庭菜園や 日曜大工 とい
った内容の 自家消費が課税ベ ースか ら漏れると し
て もさほど問題にはな らないか もしれない。その
一方でスペシャリス トが個人的に 自分の専 門的知
識 ない しは専門的技術 を使用 した場合の 自家消費
を課税ベースか ら除外することに伴 う問題は決 し
て無視 できないであろう。 また介護や育児や家事
な ど従前に比べて外注化が進 んでいる とはい え,
なお も家庭内で これ らのサービスが生産 ・供給 さ
れている。 これ らを課税ベースか ら除外する根拠
はない。所得税 において所得概念が重要であるよ
うに,USA税 では 「資源の消 費」の定義が明確
にな されなければな らない と考える。
このように包括的所得税や支出税 を基幹税 とす
る租税体系では遺産税 ・贈与税 の存在 は不可欠で
あ るが,一 方 で,USA税 の租税 体系 で は遺産
税 ・贈与税の存在理由は見出せ ないのである。 し
たがって連邦遺産税廃止 と贈与税免税 という昨今
の税制改革が租税体系 と整合性 を保つには租税体




アメリカ連邦遺産税 は歴 史的に臨時税 として導
入 され財 政逼迫状況が過 ぎる と廃 止 され て きた
が,1916年に導入 され た連邦遺産税 は廃止 され
ることな く現在 に至るまでむしろ恒久税の位置に
あ り財源確保の側面から補完税 の役割 を担 って き
た と言 える。1990年代 に活発化 した遺 産税廃止
論は政治的圧力 を表出 したものである。遺産税廃
止の根拠 に関 して本稿では3つ 取 り上げて検討 し
た。根拠 の妥当性は今後 もさらなる分析が必要で
あ る。 とはいえ,2010年には連邦遺 産税が廃止
され,贈 与税 も免税 となる。連邦政府の政策 目標
が分配の公正か ら経済 成長へ さらに確実な転換が
図 られ ると見て取れな くもない。 しか し連邦政府
の基幹税 は依然 として個人所得税 と法人所得税で
あ り,基幹税 の制度設計の今後の行方 を見守 る必
要があ ると考える。
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